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表紙

法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ

ェブサイト（アドレス　http://www.sakurai-net.co.jp）に掲載する

ことにより株主の皆様に提供しております。

第74回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

株式会社　桜井製作所
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連結注記表

連  結  注  記  表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　 ２社

・主要な連結子会社の名称　 SAKURAI VIETNAM CO.,LTD.

SAKURAI U.S.A.,CO.

②　非連結子会社の状況

　非連結子会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

  該当する関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ

ては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

　その他有価証券

市場価格の無い株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

棚卸資産

製品、仕掛品、原材料

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採

用しております。

貯蔵品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を

採用しております。

デリバティブ

時価法を採用しております。

－ 1 －



2022/05/31 14:58:40 / 21828033_株式会社桜井製作所_招集通知：Web開示
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）な

らびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法を採用しております。

在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　２～60年

　機械装置その他　　２～17年

無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年

度に見合う分を計上しております。

受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、受注契約に係る損失見込額を

計上しております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しておりましたが、2007年６月をもって役員退職金制度を廃止したた

め、2007年７月以降新たな引当計上は行っておりません。当連結会計年

度末における役員退職慰労引当金残高は、当制度の廃止以前から在職し

ている役員に対する支給見込額であります。

④　退職給付に係る会計処理

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき計上しております。

なお、退職給付債務の算定は退職給付に係る期末自己都合要支給額をも

とに退職給付債務を算定する方法を用いた簡便法によっております。

－ 2 －
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⑤　収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社は工作機械及び自動車部品の製造、修理及び販売を主

たる業務としております。

　工作機械製造事業においては、主として、ロータリーフライス盤、ターレ

ックス・キュービック（多軸ヘッド交換型専用機）、B-Trim（5軸バリ取りセ

ンター）等の工作機械を製造販売しております。これら工作機械製造販売取

引は、原則として、顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足される

と判断し、収益を認識しております。なお、一部の国内取引については、出

荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ

るため、出荷時点で収益を認識しております。また、製品の販売と据付サー

ビス等の役務の提供にかかる履行義務が単一の履行義務と判断される場合に

は、製品の据付が完了し、顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足

されると判断し、収益を認識しております。

　自動車部品製造事業においては、主として、高難度品、高精度品のエンジ

ン廻り部品等を製造販売しております。これらの自動車部品製造販売取引

は、原則として、顧客の検収を受けた時点において充足されると判断し、収

益を認識しております。なお、国内における自動車部品については、出荷時

から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるた

め、出荷時点で収益を認識しております。

⑥  重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約につい

て、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しておりま

す。

ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段は為替予約、ヘッジ対象は外貨建営業債権であります。

ヘッジ方針

　内規に基づき、主として輸出売上に係る為替変動リスクを回避するた

め、外貨建営業債権の残高の範囲内でヘッジ取引を行っております。

　なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。

ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額等を基礎として判断しております。

－ 3 －
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２.会計方針の変更に関する注記

（1）収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下

「収益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第30号 2020年3月31日）を当連結会計年度の期首から適

用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと致しました。

　これにより、工作機械製造事業において、従来は、製品部品は主として出荷

時、役務部分は据付完了時に収益を認識していましたが、一部の契約について

は、収益認識会計基準等に基づき履行義務の識別及びその充足時点について検討

を行った結果、単一の履行義務と判断される場合には、製品の据付が完了した時

点で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計

方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金

に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の売

上高が24,199千円増加、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

24,199千円それぞれ増加しております。また、当連結会計年度の期首の純資産に

累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金

の期首残高は31,833千円減少しております。

（2）時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以

下「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価

算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 

2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。な

お、この適用による連結計算書類への影響はありません。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごと

の内訳等に関する事項等の注記を行うことといたしました。

－ 4 －
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３．会計上の見積りに関する注記

（1）棚卸資産の評価

①　当年度の連結計算書類に計上した金額

製品　　　　　 　　  115,747千円

仕掛品　　　　　　　 199,678千円

原材料及び貯蔵品 　   61,559千円

受注損失引当金　 　    8,683千円

※当連結会計年度において、売上原価に含まれる棚卸資産評価損戻入は

3,788千円であり、受注損失引当金繰入額は38,862千円であります。

②　計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループは、棚卸資産の評価は原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）によっております。また、営業循環過程から外れた滞留

等の棚卸資産についても簿価の切下げを行っております。

　工作機械販売事業においては、契約単位ごとの実際原価計算により、

仕掛品の帳簿価額を算定しております。契約単位ごとに帳簿価額と正味

売却価額を比較し、正味売却価額が帳簿価額を下回る場合に、当該差額

について、受注損失引当金繰入額を計上しております。受注損失引当金

については仕掛品の帳簿価額と相殺表示しております。

　仕掛品の正味売却価額は受注金額から見積追加製造原価及び見積直接

販売経費を控除して算出されます。当該見積追加製造原価及び見積直接

販売経費については、過去の実績や当初設計に基づく残存工程に対する

追加発生工数予想等を加味して算出しております。

　当社グループの棚卸資産の評価は適正であると判断しておりますが、

自然災害や感染症をはじめとした予測困難な事象の発生、市場動向など

の急速な変化、その他の要因等により、当社の予測と実績とか乖離する

ような状況の変化があった場合には、追加の評価損が計上される可能性

があります。

（2）固定資産の減損

①当年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産　　　3,788,997千円

無形固定資産　　　　 64,962千円

その他（投資不動産）277,026千円

※このうち、工作機械製造事業に属する当社の工場が保有する有形固定

資産及び無形固定資産は509,789千円であり、連結総資産の6.9％を占

めております。

※当連結会計年度において、減損損失の計上はありません。

－ 5 －
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(1) 所有権留保等資産及び所有権留保付債務

　　所有権留保等資産

　　　建物及び構築物 64,194千円

　　　土地 535,242千円

　　　　　　計 599,436千円

　　所有権留保付債務 -千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

(3) 投資その他の資産の減価償却累計額

　　その他（投資不動産）

9,798,494千円

283,921千円

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループ

について、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・

フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識すべき

であると判断し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として処理しております。割引前将来キャッシュ・フローは、主として取

締役会により承認された翌連結会計年度の予算及び中期事業計画を基礎と

し、それ以降の将来キャッシュ・フローについては、過去の趨勢等に基づく

成長率を加味し、キャッシュ・フローの見積額を算定しております。また、

各資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高い

方の金額により測定しております。

　当連結会計年度において、工作機械製造事業は、継続的に営業損益がマイ

ナスとなったため、減損の兆候が認められることから、減損損失の認識の要

否を判定しました。当該判定の結果、資産グループにおける割引前将来キャ

ッシュ・フローが帳簿価額を上回っているため、減損損失の認識は不要と判

断しました。なお、割引前将来キャッシュ・フローに加算した回収可能価額

は、正味売却価額により見積っており、外部専門家による不動産鑑定評価に

よっております。

　正味売却価額の算定は、有形固定資産の市場価格の算出方法等に主観的な

判断を伴うため、関連する有形固定資産の市況変動等が生じた場合、翌連結

会計年度以降の連結財務諸表において減損損失が発生する可能性がありま

す。

４．連結貸借対照表に関する注記

－ 6 －
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貸出コミットメントの総額 1,300,000千円

借入実行残高 -千円

1,300,000千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 4,000,000株 -株 -株 4,000,000株

決 議 株式の種類
配当金
の総額
(千円)

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

2 0 2 1 年 ６ 月 2 5 日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 47,890 13 2021年３月31日 2021年６月28日

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配当金の
総額

（千円）

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

2 0 2 2 年 ６ 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会

普通株式
利 益
剰 余 金

54,876 15 2022年３月31日 2022年６月29日

(4) 貸出コミットメント契約

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達

を行うため、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。

（5） 国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額　　　　96,886千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

    結会計年度になるもの

－ 7 －
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６．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し行っており

ます。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用

リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外

貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に

応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されております。

組合預け金は、協同組合に対して預け入れているものであり、リスクは

軽微であります。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり

ます。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対

するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。

③金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、各事業部門における営業管理部が主要な

取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および

残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。連結子会社についても、同様の管理を

行っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関

に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替

の変動リスクに対して、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジ

しております。

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取

引先企業）の財務状況等を把握しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、担当部署が決裁担当者の

承認を得て行っております。
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連結貸借対照
表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

（１）投資有価証券

　　　その他有価証券 555,110 555,110 -

（２）組合預け金 448,152 448,152 -

　資産計 1,003,262 1,003,262 -

（３）長期借入金（※３） 1,134,140 1,131,371 △2,768

　負債計 1,134,140 1,131,371 △2,768

　デリバティブ取引（※４） （5,548） （5,548） -

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 900

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり

ます。

 (2) 金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。

※１　現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、買掛金は短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載

を省略しております。

※２　市場価格のない株式等は、「(１)投資有価証券」には含まれておりま

せん。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりでありま

す。
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１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 1,155,010 - - -

受取手形及び売掛金 509,297 - - -

電子記録債権 68,530 - - -

長期借入金 479,123 655,017 - -

※３　１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含まれております。

※４　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示して

おり、合計で正味の債務となる項目については（　）で示しています。

（注１）金銭債権及び長期借入金の連結決算日後の償還及び返済予定額

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性

に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な

市場において形成される当該時価の算定の対象となる

資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル

１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを

用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算

定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に

は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ

る優先順位が も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 555,110 － － 555,110

資産計 555,110 － － 555,110

デリバティブ取引

　通貨関連 － 5,548 － 5,548

負債計 － 5,548 － 5,548

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

組合預け金 － － 448,152 448,152

資産計 － － 448,152 448,152

長期借入金 － 1,131,371 － 1,131,371

負債計 － 1,131,371 － 1,131,371

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な

市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類して

おります。

デリバティブ

　連結会計年度末の時価は、取引先金融機関等から提示された価格等

に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

組合預け金

　組合預け金については、預入期間を見積り、その将来キャッシュ・

フローを国債利回り等の適正な指標に基づく利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル３の時価に分類しております。
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

280,799千円 △3,773千円 277,026千円 1,030,600千円

長期借入金
　これらは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時

価に分類しております。

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では浜松市内において、土地および建物の一部を賃貸用として所有し

ております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

　　当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は34,017千円

（賃貸収益は営業外収益、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

　　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は

次のとおりであります。

(注) １. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除し

た金額であります。

２. 期末の時価は、主として不動産鑑定評価書に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）でありま

す。
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報告セグメント

合計
自動車部品
製造事業

工作機械
製造事業

計

日本 3,227,786 340,688 3,568,475 3,568,475

北米 - 64,422 64,422 64,422

ベトナム 732,729 378,903 1,111,632 1,111,632

アジア - 75,524 75,524 75,524

その他 - 51,512 51,512 51,512

顧客との契約から生じ
る収益 3,960,516 911,050 4,871,567 4,871,567

外部顧客への売上高 3,960,516 911,050 4,871,567 4,871,567

８.収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（2）収益を理解するための基礎となる情報

　当社及び連結子会社は工作機械及び自動車部品の製造、修理及び販売を主たる

業務としております。

①工作機械製造事業

　工作機械製造事業においては、主として、ロータリーフライス盤、ターレック

ス・キュービック（多軸ヘッド交換型専用機）、B-Trim（5軸バリ取りセンタ

ー）等の工作機械を製造販売しております。これら工作機械製造販売取引は、原

則として、顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足されると判断し、収

益を認識しております。なお、一部の国内取引については、出荷時から当該製品

の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収

益を認識しております。また、製品の販売と据付サービス等の役務の提供にかか

る履行義務が単一の履行義務と判断される場合には、製品の据付が完了し、顧客

の検収を受けた時点において履行義務が充足されると判断し、収益を認識してお

ります。取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価か

ら、値引き額等を控除した金額で算定しております。これらの履行義務に関する

支払いは、出荷又は検収の完了後、短期のうちに受領しており、契約に重大な金

融要素は含まれておりません。
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（単位：千円）

当連結会計年度

契約負債（期首残高） 114,119

契約負債（期末残高）  42,439

(1) １株当たり純資産額 1,360円55銭

(2) １株当たり当期純利益 50円71銭

②自動車部品製造事業

　自動車部品製造事業においては、主として、高難度品、高精度品のエンジン廻

り部品等を製造販売しております。これらの自動車部品製造販売取引は、原則と

して、顧客の検収を受けた時点において充足されると判断し、収益を認識してお

ります。なお、国内における自動車部品については、出荷時から当該製品の支配

が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認

識しております。取引価格の算定については、顧客との契約において約束された

対価から、値引き額等を控除した金額で算定しております。これらの履行義務に

関する支払いは、出荷又は検収の完了後、短期のうちに受領しており、契約に重

大な金融要素は含まれておりません。

(3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約負債の残高等

（注）１．契約負債は連結貸借対照表上「前受金」に計上しております。

２．当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高

に含まれていた金額は106,486千円であります。

３．契約負債は主に顧客からの前受金です。

②残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社においては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取

引がないため、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧

客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり

ません。

９．１株当たり情報に関する注記
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個　別　注　記　表

１.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

　有価証券
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しておりま

す。
その他有価証券
市場価格のない様式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

市場価格のない様式等 移動平均法による原価法を採用しておりま
す。

　棚卸資産
製品・仕掛品・原材料 総平均法による原価法(収益性の低下による

簿価切下げの方法）を採用しております。
貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）を採用しておりま
す。

デリバティブ 時価法を採用しております。
（2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備は除く）ならびに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。

建物　　　　　　２～50年
構築物　　　　　７～60年
機械装置その他　２～17年

無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、ソフトウエア（自社利用）について
は、社内における利用可能期間（５年）に
よる定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。
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賞与引当金 従業員に支給する賞与に備えるため、支給
見込額に基づき当事業年度に見合う分を計
上しております。

受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、
受注契約に係る損失見込額を計上しており
ます。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき計上しております。な
お、退職給付債務の算定は退職給付に係る
期末自己都合要支給額をもとに退職給付債
務を算定する方法を用いた簡便法によって
おります。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、
内規に基づく期末要支給額を計上しており
ましたが、2007年６月をもって役員退職金
制度を廃止したため2007年７月以降新たな
引当計上は行っておりません。当事業年度
末における役員退職慰労引当金残高は、当
制度の廃止以前から在職している役員に対
する支給見込額であります。

（4）　収益及び費用の計上基準

　当社は工作機械及び自動車部品の製造、修理及び販売を主たる業務として

おります。

　工作機械製造事業においては、主として、ロータリーフライス盤、ターレ

ックス・キュービック（多軸ヘッド交換型専用機）、B-Trim（5軸バリ取りセ

ンター）等の工作機械を製造販売しております。これら工作機械製造販売取

引は、原則として、顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足される

と判断し、収益を認識しております。なお、一部の国内取引については、出

荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ

るため、出荷時点で収益を認識しております。また、製品の販売と据付サー

ビス等の役務の提供にかかる履行義務が単一の履行義務と判断される場合に

は、製品の据付が完了し、顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足

されると判断し、収益を認識しております。
　自動車部品製造事業においては、主として、高難度品、高精度品のエンジ
ン廻り部品等を製造販売しております。これらの自動車部品製造販売取引
は、原則として、顧客の検収を受けた時点において充足されると判断し、収
益を認識しております。なお、国内における自動車部品については、出荷時
から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるた
め、出荷時点で収益を認識しております。
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（5）重要なヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法
　原則として繰延ヘッジ処理によっており
ます。
　なお、為替予約について、振当処理の要
件を満たしている場合は振当処理を採用し
ております。
ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段は為替予約、ヘッジ対象は外
貨建営業債権であります。
ヘッジ方針
　内規に基づき、主として輸出売上に係る
為替変動リスクを回避するため、外貨建営
業債権の残高の範囲内でヘッジ取引を行っ
ております。
　なお、投機目的のためのデリバティブ取
引は行わない方針であります。
ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッ
ジ開始時から有効性判定時点までの期間に
おいて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッ
シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相
場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計
とを比較し、両者の変動額等を基礎として
判断しております。

２．会計方針の変更に関する注記

　連結注記表の会計方針の変更に関する注記に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。

３．会計上の見積りに関する注記

（1）棚卸資産の評価

　①当事業年度の計算書類に計上した金額

　　製品　　　　　　　 62,733千円

　　仕掛品　　　　　　171,974千円

　　原材料及び貯蔵品　 41,353千円

　　受注損失引当金　　　8,683千円

※当事業年度において、売上原価に含まれる棚卸資産評価損戻入は3,788千

円であり、受注損失引当金繰入額は38,862千円であります。
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（1）所有権留保等資産及び所有権留保付債務

　　 所有権留保等資産 建物 62,734千円

構築物 1,460千円

土地 535,242千円

　計 599,436千円

　　 所有権留保付債務 -千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 8,773,446千円

（3）投資不動産の減価償却累計額 283,921千円

（4）関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 345,974千円

短期金銭債務 8,555千円

　　 SAKURAI VIETNAM CO.,LTD. 500千ドル （57,807千円）

貸出コミットメントの総額 1,300,000千円

借入実行残高 -千円

1,300,000千円

(2)固定資産の減損

①当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　　　3,473,410千円

無形固定資産　　　　 64,939千円

その他（投資不動産）277,026千円

※このうち、工作機械製造事業に属する当社の工場が保有する有形固定

資産及び無形固定資産は509,789千円であり、総資産の7.1％を占めて

おります。

※当事業年度において、減損損失の計上はありません。

　計算書類利用者の理解に資するその他の情報に関する注記については、連結注

記表の会計上の見積りに関する注記に同一の内容を記載しておりますので注記を

省略しております。

４.　貸借対照表に関する注記

 (5) 次の子会社の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

 (6) 貸出コミットメント契約

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達

を行うため、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しております。

当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりであります。

（7） 国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額　　　 96,886千円
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売上高 109,303千円

仕入高 83,228千円

販売費及び一般管理費 9,586千円

営業取引以外の取引高 6,887千円

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式 316,137株 25,400株 -株 341,537株

繰延税金資産

賞与引当金 18,013千円

退職給付引当金 73,032千円

役員退職慰労引当金 3,173千円

税務上の繰越欠損金 72,859千円

関係会社株式評価損 133,486千円

その他 49,740千円

繰延税金資産小計 350,306千円

評価性引当額 △350,306千円

繰延税金資産合計 -

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △118,136千円

その他有価証券評価差額金 △98,832千円

繰延税金負債合計 △216,969千円

繰延税金負債の純額 △216,969千円

５.　損益計算書に関する注記

　　 関係会社との取引高

６.　株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

・2020年10月５日開催の当社取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによ

る増加25,400株

７.　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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属 性 会 社 名 住 所 資 本 金
事 業

内 容

議 決

権 等

の 所

有 割

合

（％）

関 係 内 容

取 引 の

内 　 容

取 　 引

金 　 額

(千円 )

科 　 目

期 　 末

残 　 高

(千円 )

役 員

の 兼

任 等

事業上の

関 係

子会社

SAKURAI 

VIETNAM 

CO., LTD.

ベトナム

ハノイ市

(万米ドル)

500

工作機械

および精

密機械部

品の製造

販売、輸

送用機器

の部品製

造販売

直接

100.0

役員

の

兼任

仕入先

および

販売先

資 金

の 貸 付

資 金

の 回 収

利 息 の

受 取

250,503

197,234

4,429

貸 付 金 361,109

１株当たり純資産額 1,391円05銭
１株当たり当期純利益 35円16銭

８.　関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

９.　収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報
　連結注記表の収益認識に関する注記と同一であります。

１０.　１株当たり情報に関する注記
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